
 

 

 

 

令和 5年第 2回市議会定例会議案説明資料  

 

1 招集日  

令和 5年 7月 10日 (月 ) 

 

2 提出案件 

条例改正案件   6件  (①～⑥)  

単 行 案 件   2件 (⑦～⑧) 

補正予算案件   2件  (⑨～⑩) 

人 事 案 件   20件 (⑪～㉚) 

      計      30件 

 

3 議件名及び要旨 

《条例改正案件》 

①美唄市小麦集出荷調製施設条例の一部改正の件(経済部) 

人件費、燃料費、修繕費等の高騰に伴い、施設の維持管理に要する費用が

上昇し、関係施設の適切な維持管理を持続するため、使用料及び利用料金の

見直しを行う。 

また、これまで内税としていた利用料金について、使用料と整合を図り 

外税とするため、必要な改正を行うもの。 

＜改正内容＞ 

・製品麦 1 キログラム当たり 6.2 円を 7.5 円に引き上げる。(第 9 条関係) 

・製品麦 1 キログラム当たり 6.7 円を 7.5 円に引き上げ、消費税及び地方消 

費税を別途加えた額とする。(第 10 条関係) 

＜施行期日＞ 

令和 5 年 7 月 10 日 

 

【資料１】
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②美唄市職員等の旅費に関する条例の一部改正の件(総務部) 

公務のため旅行する職員に対して支給する移転料の額について、全国的な物

価の高騰により、移転料が上昇しているほか、国家公務員に準じた額とするた

め、必要な改正を行うもの。 

＜改正内容＞ 

移転料の改正(別表関係) 

 現行 改正案 

旅

費

の

等

級 

職種 50 キ
ロ

メー
トル
未満 

50 キ
ロメー
トル以
上 100
キロ
メー
トル未

満 

100 キ
ロメー
トル以
上 300
キロ

メート
ル未満 

300 キ
ロメー
トル以

上 

50 キ
ロ

メー
トル
未満 

50 キ
ロメー
トル以
上 100
キロ
メー
トル未

満 

100 キ
ロメー
トル以
上 300
キロ
メー
トル未
満 

300 キ
ロ

メー
トル
以上 

1

等

級 

市長 円  

78,000 

円  

91,000 

 

円  

111,000 

 

円  

137,000 

 

円  

107，000 

円  

123,000 

 

円  

152,000 

 

円  

187,000 

 

2

等

級 

副市長

教育長 

3

等

級 

上記以

外の職

にある

者 

 

＜施行期日＞ 

令和 5 年 4 月 1 日 

 

2



 

 

③美唄市文化財保護条例の一部改正の件(教育委員会) 

美唄市指定文化財の施設について、建築基準法(昭和 25 年法律第 201 号)第

3 条第 1 項第 3 号に規定する適用の除外等に関する事項を整備し、美唄市文化

財を適正に管理運営するため、必要な改正を行うもの。 

＜改正内容＞ 

・建築基準法第 3 条第 1 項第 3 号による適用の除外に関する規定を追加す

る。(第 13 条関係)  

・登録建築物の現状変更の規制に関する規定を追加する。(第 14 条 

関係) 

・登録建築物の解除に関する規定を追加する。(第 15 条関係) 

・その他必要な文言の整理を行う。 

＜施行期日＞ 

令和 5 年 7 月 21 日 

 

④美唄市火災予防条例の一部改正の件(消防本部) 

消防法施行規則及び対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器

具等の取扱いに関する条例の制定に関する基準を定める省令の一部を改正する

省令(令和5年総務省令第8号)等が施行され、対象火気設備等の位置、構造及び

管理並びに対象火気器具等の取扱いに関する条例の制定に関する基準を定める

省令(平成14年総務省令第24号)及び火災予防条例(例)(昭和36年11月22日付け

自消甲予発第73号)が一部改正されたことに伴い、急速充電設備について、必

要な改正を行うもの。 

また、平成30年7月に健康増進法(平成14年法律第103号)が改正され、喫煙所

に喫煙専用室である旨の標識を設置することとされたことから、標識の設置に

ついて、必要な改正を行うもの。 

＜改正内容＞ 

・急速充電設備の全出力の上限を撤廃する。(第 11 条の 2 関係) 

・現在普及している急速充電設備の実態を踏まえ、対象とする急速充電設備

はコネクター型であることの明確化、分離型の急速充電設備への対応等を始

め、急速充電設備の位置、構造及び管理に関する基準の細目を改める。(第

11 条の 2 関係)  

・健康増進法において、喫煙所に喫煙専用室である旨の標識を設置すること

とされたことから、禁煙、火気厳禁及び喫煙所を示す図記号を規定している

別表第 7 を削除し、これら図記号を表示する場合は、国際標準化機構及び日

本産業規格が定めた規格に適合するものとして整備する。(第 23 条関係) 
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＜施行期日等＞ 

・公布の日から施行し、第 11 条の 2 第 1 項及び次項の規定は、令和 5 年

10 月 1 日から施行する。 

・第 11 条の 2 第 1 項の改正規定の際現に設置され、又は設置の工事がさ

れているこの条例による改正後の美唄市火災予防条例 (以下「新条例」と

いう。)第 11 条の 2 第 1 項に規定する急速充電設備に係る位置、構造及び

管理に関する基準の適用については、なお従前の例による。 

・新条例第 23 条第 3 項第 2 号の規定の適用については、当分の間、同号

中「喫煙専用室標識」とあるのは、「喫煙専用室標識又は健康増進法の一

部を改正する法律(平成 30 年法律第 78 号)附則第 3 条第 1 項の規定により

読み替えて適用される健康増進法第 33 条第 2 項に規定する指定たばこ専

用喫煙室標識」と読み替えるものとする。 

・この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている新条例第

23 条第 2 項又は第 3 項第 2 号に規定する標識と併せて設ける図記号のうち、

新条例第 23 条第 4 項の規定に適合しないものについては、当該規定にかか

わらず、なお従前の例による。 

 

⑤美唄市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正の件(保健福祉部) 

民法等の一部を改正する法律(令和 4 年法律第 102 号)の施行により、民法及

び児童福祉法における懲戒権に関する規定が削られ、児童福祉法第 45 条第 2

項において所管が厚生労働省から内閣府に改正されたことを始め、こども家庭

庁設置法及びこども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律等

の施行に伴う内閣府本府関係内閣府令の整備に関する内閣府令(令和 5 年内閣

府令第 33号)及びこども家庭庁設置法等の施行に伴う厚生労働省関係省令の整

備等に関する省令(令和 5 年厚生労働省令第 48 号)が施行され、所管事務が関

係省庁からこども家庭庁に移管されたことに伴い、必要な改正を行うもの。 

＜改正内容＞ 

・事業者等の利用者に対する懲戒権関係規定を削る(第 14 条関係) 

・児童福祉法第 45 条第 2 項における所管が厚生労働省から内閣府に改正

されたことによる文言整理(第 27 条関係) 

・その他必要な文言整理(第 8 条の 3 関係) 

＜施行期日＞ 

  公布の日 
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⑥美唄市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部改正の件(保健福祉部) 

民法等の一部を改正する法律(令和4年法律第102号)の施行により、民法及び

児童福祉法における懲戒権に関する規定が削られたことを始め、こども家庭庁

設置法及びこども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律等の

施行に伴う内閣府本府関係内閣府令の整備に関する内閣府令(令和5年内閣府令

第33号)及びこども家庭庁設置法等の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備等

に関する省令(令和5年厚生労働省令第48号)が施行され、所管事務が関係省庁

からこども家庭庁に移管されたことに伴い、必要な改正を行うもの。 

＜改正内容＞ 

・管理者の利用者に対する懲戒権関係規定を削る。(第 26 条関係)  

・関係大臣が行う権限及び関係省庁が発する命令を内閣総理大臣の権限及

び内閣府令に改める規定の整理(第 15 条、第 37 条及び第 44 条関係) 

・学校教育法(昭和 22 年法律第 26 号)第 25 条に第 2 項、第 3 項が追加さ

れたことによる引用条項の整理(第 15 条関係) 

・子ども・子育て支援法第 19 条第 2 項が削られたことによる引用条項の

整理(第 4 条、第 6 条、第 7 条、第 8 条、第 13 条、第 20 条、第 35 条、第

36 条、第 37 条、第 39 条、第 51 条、第 52 条関係) 

・その他必要な文言整理(第 48 条関係) 

＜施行期日等＞ 

公布の日 

 

《単行案件》 

⑦契約締結の件(美唄市し尿処理場解体工事)(市民部) 

入札日 令和5年6月29日 

 1 契 約 の 目 的  美唄市し尿処理場解体工事 

 2 契 約 の 方 法  一般競争入札(地域限定型) 

 3  契 約 の 金 額  333,740,000 円 

4  契約の相手方  美唄市東 6 条北 8 丁目 1 番 3 号 

                    近藤建設株式会社 

                  代表取締役 近藤 啓輔 
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⑧美唄市字の名称及び区域変更の件(都市整備部) 

  農地整備事業(経営体育成型)北美唄地区の換地処分に伴い、事業区域に所 

在する名称の異なる字の区域を同一字の名称に変更するため、議会の議決を求  

めるもの。 

字の名称  変更する字の区域の名称    変更する字の区域 

字上美唄原野 字開発原野 
字開発原野の一部 

 (9207) 

字茶志内 字開発原野 
字開発原野の一部 

 (3100-9 外  5筆) 

 

《補正予算案件》 

⑨令和5年度美唄市一般会計補正予算(第3号)(総務部) 

補正内容 経営会議資料 

 

⑩令和5年度美唄市下水道事業会計補正予算(第1号)(都市整備部) 

補正内容 経営会議資料 

 

《人事案件》 

⑪～㉙美唄市農業委員会委員任命の件(19名)(農業委員会) 

 

㉚美唄市固定資産評価審査委員会委員選任の件(市民部) 

 (吉村 俊子 委員 任期限 令和 5 年 9 月 1 日) 

 

日程(予定) 

7月 3日(月) 経営会議          13日(木)          

4日(火)               14日(金)          

5日(水)                   15日(土)               

    6日(木)               16日(日)              

7日(金)                      17日(月)               

8日(土)                 18日(火)          

9日(日)                      19日(水)        

   10日(月)                    20日(木)         

    11日(火)                  21日(金)         

12日(水)                    
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No.1

(単位：千円)

16 国庫支出金

2 国庫補助金

2 民生費国庫補助金

17 道支出金

2 道補助金

4 農林費道補助金

(農地利用効率化等支援交付金)

23 市債

1 市債

9 教育債

(義務教育施設整備債)

款　項　目　(節）

令和5年度　一般会計補正予算案（第3号）

補　　正　　前　　の　　額 20,540,937

歳　出　補　正 歳　入　補　正

1,252 国庫支出金

款　項　目 事　業　名 見　積　額 見積額 財源区分

3 生活保護費
補正内容　増額

3 民生費 生活保護事務 2,506

77
　保有しているスクールバス(マイクロバ
ス、平成20年車)1台がエンジン故障のため
走行不能となったとともに、足回りの老朽
化が著しく、今後多額の修理費用を要する
ことが想定されることから、車両の更新を
行うもの。

2 教育振興費

4

　生活保護法の一部改正に伴う生活保護基
準の見直し及び受給世帯に係る統計調査項
目の変更が国より示されたことから、扶助
費算出や統計データを集計するシステムの
必要な改修を行うもの。1

生活保護総
務費

一 般 財 源

9,900 市 債

使用料及び
賃 借 料

2,657

1,254委 託 料 2,506

10 教育費 スクールバス更新事業 12,626

備品購入費 9,803

6 農林費 農地利用効率化支援事業 25,296 25,296 道 支 出 金

1 農業費
補正内容　新規

　地域の中心となる経営体が、将来の集約
化に重点を置いた農地利用の姿の実現に向
けて、生産の効率化のために必要な農業機
械等を導入する取組に対し、国の「農地利
用効率化等支援交付金」を交付するもの。
(北海道を通じ、市から交付する)

〇補助率
　事業費の3/10以内
　1経営体当たり上限額　3,000千円
　※先進的農業経営確立支援タイプの場合
　　法人15,000千円、個人10,000千円

〇補助対象者
　9経営体　農業機械等：ブロードキャス
ター、田植機、播種機、トラクター、コン
バイン等

4 農業振興費

1 教育総務費
補正内容　新規

需 用 費 85

役 務 費

負担金補助
及び交付金

25,296

公 課 費

(生活困窮者就労準備支援事
業費補助金)

2,726 一 般 財 源

（繰越金)

（繰越金)
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No.2

款　項　目　(節）

歳　出　補　正 歳　入　補　正

款　項　目 事　業　名 見　積　額 見積額 財源区分

1,252 国庫支出金

25,296 道 支 出 金

9,900 市 債

38,734 一 般 財 源

【地方債補正】 　

変　更

34,754 一 般 財 源

1
特別会計支
出金

補正内容　増額

14 諸支出金 下水道事業会計支出金 34,754

補　　正　　額 75,182 75,182

　手数料や修繕費、企業債利息を増額補正
する下水道事業会計に対し、追加繰出を行
うもの。

9
下水道事業
会計支出金

生活困窮者就労準備支援事業費
補助金

義務教育施設整備債

【一般財源の内訳】
・繰越金　38,734千円

負担金補助
及び交付金

34,754

補　　正　　後　　の　　額 20,616,119

175,500 185,400

＜変更理由＞
　本歳入歳出予算に計上している「スクールバス更新事業」について、事業の実施に伴う財源とし
て「義務教育施設整備債」9,900千円を発行するため、地方債の限度額を変更するもの。

農地利用効率化等支援交付金

起 債 の 目 的
限 度 額 ( 千 円 )

補 正 前 補 正 後

義 務 教 育 施 設 整 備 債

（繰越金)
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No.1

（単位：千円）

補正内容　新規

①南美唄地区仮置土搬出業務について、搬
出作業の妨げとなっていた車両が撤去され
たことを受け、土地賃貸借契約に基づく原
状回復義務の履行に向けた搬出作業を再開
するため、手数料を増額するもの。

②春先の道路段差対策として土のう設置・
撤去を行っているが、例年の平均を大きく
上回る箇所の対応が必要となり、修繕費に
不足が生じるため増額するもの。

③企業債の利率変動の借入について、利率
が上昇したことから、企業債利息を増額す
るもの。

【積算根拠】
①下水道事業費用 営業費用 管渠費 手数
料 18,300千円

②下水道事業費用 営業費用 管渠費 修繕
費 10,000千円

③下水道事業費用 営業外費用 支払利息
企業債利息 6,454千円

合計(①～③) 34,754千円

款　項　目 事　業　名 見　積　額 見積額 財源区分

補　　正　　額 34,754 34,754

令和5年度　下水道事業会計補正予算案（第1号）

支　出　補　正 収　入　補　正

下水道事業収益

営業外収益

款　項　目　(節）

下水道事業 34,754 34,754
他 会 計
補 助 金
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